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事業成果報告書（2025年度）

　

【実施の目的】
　本研究は、「NPO 法人会計が分かる人材を育て
ることを目指した法人後見会計マニュアルの作
成」を目的としている。当法人は設立 6 年目で
はあるが、専門性の高い会計担当者が暗中模索の
末、顧問税理士監修のもと、法人後見の会計を内
部マニュアルに集約することができた。このマ
ニュアルは、NPO 法人と一般企業の違いを明確
にした上で作成したもので、顧問税理士や同種他
法人の会計担当からも高い評価を得た。法人後見
実施団体立ち上げに役立てて欲しいと願う。しか
し、後見業務の実施形態、雇用形態は各団体に相
違があり、現マニュアルがどこまで普遍化できる
かに課題が残った。

【調査内容】
マニュアルをより普遍的なものにするため、法人
後見実施団体を対象に調査を行った。まず、
NPO 法人ポータルサイト記載のデータからアン
ケート調査を送付する団体を選定した。調査項目
は（1）担当者への対価の有無、額、払い方など、
（2）役員に対する支払の取り扱い（3）法人後見
事業の取り扱い、（4）設立初期の資金繰りにつ
いて、（5）NPO法人の IT化、（6）その他会計で困っ
ていることである。

【調査日程】
2025 年 6 月質問紙の作成と送付、7～ 8 月回
収と集計。回答のあった法人から数件を選定し、

データを分析した。また、別途実地調査を引き受
けてくれた法人の事例を分析した。

【会計マニュアル作成】
調査結果を踏まえ、今まで書き進めてきた内部マ
ニュアルを基に再編成し、根拠法令を織り込んで、
税理士、社会保険労務士の監修を受けた。法人形
態は NPO 法人に限定した。11 月に印刷まで完
了した。

【調査報告書】
送られてきたアンケートを分析・考察し、調査報
告書にまとめた。事例調査についても分析・考察
を行った。

【配布】
会計マニュアルと報告書をセットにし、12 月 9
日にアンケートに協力していただいた団体等、関
係機関に送付完了。

　

　本事業の成果物が「法人後見の会計調査報告書」
と「初めて法人後見をする NP 法人が決算書を作
るまでの教科書」である。どちらもこれから法人
後見を NPO 法人として始めようとしている方々
の入門書になることは間違いない。また、すでに
法人後見を実施しておられる法人にとっては、報
告書を読んでいただくことで、自分たちの法人の
自己評価の一助になると考える。具体的な成果は
次のとおりである。
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（1）NPO による法人後見実施団体 164ヶ所の
うち 2024 年度時点で約 70％が受任件数 50 件
以下の団体であることがわかった。
（2）郵送アンケートは当法人の会計処理につい
て他団体の対応方法について知りたいいくつかの
項目を質問した。集まった 60 団体について分析
し、主だった結果は以下のようであった。
• 担当者への支払い形態は、報酬として支払っ
ている割合が約 80% であった。事務局員と
は別に担当者が外で働くと言う性質があるか
らだと考えられる。

• 所得税の源泉徴収については、源泉徴収をし
ている法人が約 43％、していない法人が約
57％であった。所得税法上の士業に後見人と
の直接的表記がないため、解釈が分かれてい
た。

• 確定申告の際の業種については、請負業と申
告している法人が 37％、請負業以外が約
41％であった。そもそも確定申告をしている
法人としていない法人が半々だったことも含
めて、適正な処理方法について基準が流動的
であることがわかった。

• 会計ソフトについては、Excel で自作が約
38％、会計 NPO 法人スタイル 20％その他
それぞれ 10％未満であった。受任件数が少
ない法人だと Excel で対応できるからだと考
えられる。

• 法人後見を継続するための資金面での工夫は
寄付や補助金、業務委託などであった。補助
金や業務委託の場合は会計処理が複雑にな
り、事務局の負担も大きい。寄付（賛助会員
の募集）が望ましいが、継続的に寄付を集め
ることはどの団体にとっても課題となってい
る。

（3）成果物に関する評価は得られていないが、
読後のアンケートも同封したので、回答の結果を
待ちたい。

　

　この度の研究成果として「法人後見の会計調査
報告書」と「初めて法人後見をする NP 法人が決
算書を作るまでの教科書」が完成しました。内閣
府のポータルサイトから選定した 164 団体にア
ンケート調査を実施したのですが、その結果、受
任件数が 50 件以下の NPO 法人が全体の約
70％を占めることがわかりました。私たちの経
験からいえるのは、50 件くらいまでは全体を把
握でき、運営管理がしやすいのですが、財政面か
らの運営の継続性を考えれば、受任件数を増やさ
ざるを得ないのが現状です。一方、受任件数を増
やすと会計の面でもより適正な処理が求められ
てきます。ただ、NPO 会計の特別なルールに慣
れるのはなかなか労を要します。問い合わせる先
もなく、会計担当者は孤独を感じることが少なく
ありません。
　増加する後見ニーズに応えるため、良質な
NPO 法人後見実施団体の増加が必要だと感じて
います。その一助として本報告書と教科書をご活
用いただけたら幸いです。

　

　私たちの主たる活動地域は横浜市鶴見区近辺で
す。鶴見区に当法人を含めて 3 団体の法人後見
実施団体がありますが、潜在的ニーズを考えると、
この 3 団体と専門職だけで対応するのはとても
間に合わないと感じています。今回の成果物を、
これから法人後見を志す方々に積極的に提供し
ていきたいと思っています。また、神奈川県社会
福祉協議会や横浜市社会福祉協議会の権利擁護
部門に対しても情報提供を行い、社会福祉協議会
でも本報告書や教科書の存在を紹介していただ
くよう働きかけたいと考えています。
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